
第２号様式

法令適用事前確認手続 回答書

平成21年３月27日

弁護士 池田伸之 殿

国土交通省総合政策局建設業課長

平成21年２月27日付けをもって照会のあった件について、下記のとおり回答します。

なお、本回答は、照会に係る法令の条項を所管する立場から、照会者から提示された事

実のみを前提に、照会対象法令の条項との関係のみについて、現時点における見解を示す

ものであり、もとより、捜査機関の判断や罰則の適用を含めた司法判断を拘束するもので

はありません。

記

１ 回答

照会のあった事実については、照会法令のうち、建設業法（昭和 年法律第 号）24 100
第 条第１項並びに第 条第１項第２号及び第４号の適用対象とはならない。また、建22 28
設業法第 条第１項第１号については罰則に係る条項であり、その適用の有無について47
は行政機関として回答できない。その他の照会法令については、判断となる事実関係に関

する情報が不足しているため、回答することは困難である。

２ 照会法令の適用の有無を判断するための基準

（１）照会のあった事実において、代理人Ｃが建設業法第２条第３項の建設業者ではない

ことから、同法第 条第１項並びに第 条第１項第２号及び第４号の適用対象とは22 28
ならない。

（２）また、建設業者Ｂと代理人Ｃとの間の契約において、相当程度の権限が に委任C
され、契約内容の決定権限を実質的に が有しており、請負契約の当事者と認めらC
れるような場合であれば、建設業法第３条第１項の適用対象となる。

代理人Ｃが同法第３条第１項の適用対象となる場合において、建設業者 、Ｂは同A
法第 条第１項第６号の適用対象となる。28


